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平成１８年３月期 第３四半期業績の概況【建設業用】     

平成 18 年 1 月 24 日 

上 場 会 社 名  前田建設工業株式会社       （コード番号：１８２４  東証第一部） 
（ＵＲＬ http://www.maeda.co.jp/ ） 

代 表 者  代表取締役社長  前田 靖治 

問合せ先責任者  執行役員財務部長 福田幸二郎    （ＴＥＬ：03-5276-5114） 

 

 

１． 平成１８年３月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日） 

 

（１）連結業績予想 

 売上高 

１８年３月期予想    478,000 百万円  3.1% 

１７年３月期実績 463,774        △4.2 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

（２）個別業績予想 

 売上高 受注高 

１８年３月期予想 430,000 百万円  2.8% 400,000 百万円  2.7% 

１７年３月期実績 418,193        △3.4 389,552          2.9 

(注)パーセント表示は、前年同期比増減率 

 

 

[連結・個別業績予想に関する定性的情報等] 

 平成 17 年 11 月 16 日に公表した業績予想について、連結・個別ともに現時点では変更はありませ

ん。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 平成１８年３月期第３四半期業績の概況（平成 17 年 4 月 1日 ～ 平成 17 年 12 月 31 日） 

 

（１）個別受注実績 

 受注高 

１８年３月期第３四半期       269,334 百万円  △6.8％

１７年３月期第３四半期             288,900     13.2 

(注)①受注高は、当該四半期までの累計額 

②パーセント表示は、前年同四半期比増減率 
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(参考)受注実績内訳                            (単位：百万円) 

区 分 
平成１８年３月期 

第３四半期 

平成１７年３月期 

第３四半期 
比較増減 増 減 率

国 内 官 公 庁 32,892（ 12.2%） 34,294（ 11.9%） △1,402 △4.1%

国 内 民 間 22,224（  8.3%） 21,624（  7.5%） 600 2.8%

海    外 18,546（  6.9%） 16,348（  5.7%） 2,197 13.4%

土

木 

計        73,662（ 27.4%）        72,267（ 25.0%） 1,395 1.9%

国 内 官 公 庁        14,420（ 5.4%）        12,507（ 4.3%） 1,912 15.3%

国 内 民 間 181,136（ 67.3%） 198,950（ 68.9%） △17,813 △9.0%

海    外           115（ 0.0%）         5,175（ 1.8%） △5,059 △97.8%

建

築 

計       195,672（ 72.7%）     216,633（ 75.0%） △20,961 △9.7%

国 内 官 公 庁        47,312（ 17.6%）        46,802（ 16.2%） 509 1.1%

国 内 民 間 203,360（ 75.5%） 220,574（ 76.3%） △17,213 △7.8%

海    外 18,662（  6.9%） 21,524（  7.5%） △2,862 △13.3%

建 

 

設 

 

事 

 

業 

合

計 

計 269,334（100.0%） 288,900（100.0%） △19,565 △6.8%

開 発 事 業 等         － （ －  ）           － （ － ） － －

合 計 269,334（100.0%）       288,900（100.0%） △19,565 △6.8%

(注)（ ）内のパーセント表示は、構成比率 

 

[個別受注実績に関する定性的情報等] 

 第３四半期における個別受注実績は、国内官公庁工事の受注は微増となりましたが、前年同四半

期の大型工事受注の反動から、国内民間工事の受注が減少したことなどにより、全体では前年同四

半期比 6.8％減の 2,693 億円余となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）当該四半期において企業集団の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えた事象 

 

 平成 17 年 12 月 4 日に発生しました台湾における陥没事故の復旧費用等につきましては現在精査

中であり、見通しが確定した時点で費用処理する予定であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 


